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1．人口ビジョンの位置付け
国では人口の現状分析や将来見通しを踏まえた
総合戦略の策定が必須

国は「地方創生2.0基本構想」において、今後、人口減少のペースが緩まるとしても当面は人口・
生産年齢人口が減少するという実態を正面から受け止めた上で、すべての人に安心と安全を保障し、
希望と幸せを実感する社会を実現することとしている。

この構想を実現するため、国ではまち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136号）第８条第１
項に規定する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」として「地方創生に関する総合戦略～これまでの地
方創生の取組のフォローアップと推進戦略～」を策定し、「強い経済」「豊かな生活環境」「選ばれる地
方」の実現を目指すこととしている。

地方版総合戦略の策定においても
人口の将来見通し等を踏まえることを要請

都道府県及び市町村（特別区を含む。）においては、法第９条及び第10条の規定により、国の総合
戦略を勘案し、都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略及び市町村まち・ひと・しごと創生総合戦
略（以下「地方版総合戦略」という。）を定めるよう努めなければならないとされている。

これらの背景から、第３期 延岡新時代創生総合戦略の策定の基礎資料とするため、当市における
人口の動向分析や将来展望を取りまとめるものである。

県・市

国
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2．人口の将来展望の対象期間
延岡市人口ビジョンは、令和52（2070）年までを将来展望の対象期間とする。

3．人口ビジョン策定手順
延岡市人口ビジョンは、以下のプロセスで策定を行う。

延岡市人口ビジョン策定プロセス（全体像）

人口の将来展望の実現に向けた施策を「第３期延岡新時代創生総合戦略」において整理

第１章
人口の現状分析

第２章
社会動向等の捕捉

第３章
人口推計

第４章
人口の将来展望

・�人口／世帯推移、社会／
自然動態、婚姻・未婚の
状況、産業別就業者人口
など、本市の人口動態に
かかる現況を整理

・�本市や周辺地域、宮崎県
及び大分県をとりまく各
種社会動向を捕捉

・�併せて、当該動向が本市
に与える影響や課題等を
整理

・�本市市民の現状に関する
意識や意向、今後の社会
動向から人口動態、出産
に関する一定の仮説にも
とづいて将来人口推計と
シミュレーションを実施

・�本市の将来人口の展望を
提示
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第１章  人口動向分析
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総人口及び年齢３区分別人口の推移
国勢調査による本市の人口は、昭和55 （1980）年以降減少を続け、令和２（2020）年には118,394人にまで減少。生産年齢人口・年少人口の
減少に伴い、総人口においても減少傾向である。

昭和45年
（1970）

昭和50年
（1975）

昭和55年
（1980）

昭和60年
（1985）

平成２年
（1990）

平成７年
（1995）

平成12年
（2000）

平成17年
（2005）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

令和２年
（2020）

180,000

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

（人）

14,45514,455 16,91216,912 19,96219,962
24,66424,664 22,25022,250 19,92319,923 18,29418,294 16,51016,510 14,48314,483

40,71240,712

61,67061,670
69,37669,376

77,00477,004
81,77181,771

87,21487,214
91,69191,691

96,55396,553
100,480100,480101,524101,524

149,567149,567 153,432153,432 154,881154,881 153,835153,835
146,989146,989 141,751141,751 139,176139,176 135,182135,182

131,182131,182
125,159125,159

118,394118,394

38,90438,90435,69935,699

25,39525,395
29,70029,700 33,45833,458

30,35930,359
36,44336,44338,90238,902

資料：国勢調査　（注）年齢3区分別人口は年齢不詳を含まないため、その合計と総人口は一致しない

総人口

年少人口（0〜14歳）

生産年齢人口（15〜64歳）

老年人口（65歳以上）

図1  総人口及び年齢３区分別人口の推移

老年人口が
年少人口を逆転

老年人口が生産年齢人口に
迫りつつある
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男女、年齢５歳階級別人口ピラミッド
年齢階層別人口の本市の特徴として、ボリュームゾーンが男女ともに65～74歳となっており、20～39歳の年齢層の割合が極端に低くなっ
ている。男女で比較すると、20～ 34歳では男性に比して女性の人口が少なくなっている。

■ 男性　■ 女性

100 歳以上

95～ 99

90～ 94

85～ 89

80～ 84

75～ 79

70～ 74

65～ 69

60～ 64

55～ 59

50～ 54

45～ 49

40～ 44

35～ 39

30～ 34

25～ 29

20～ 24

15～ 19

10～ 14

5～ 9

0～ 4
2,118 2,099

2,385
2,540
2,489

1,931
1,962

2,529
3,052

3,437
3,872

3,409
3,864

4,312
5,048
5,237

3,980
3,811

3,240
1,845

114

2,551
2,790
2,760

2,173
2,431
2,531

3,002
3,424

3,830
3,275

3,552
3,835

4,452
4,627

2,986
2,408

1,657

114 562
621

10

6,000 4,000 2,000 0 2,000 4,000 6,000
（人）

71歳から73歳（R２時点）
昭和22年～24年
第一次ベビーブーム

46歳から49歳（R２時点）
昭和46年～49年
第二次ベビーブーム

20歳から29歳で
大幅な減少

資料：令和２年  国勢調査 　（注）年齢不詳は含まない

図2　男女、年齢５歳階級別人口ピラミッド（令和２年時点）
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世帯数・世帯構造の推移
国勢調査による本市の世帯数（注）は、増加傾向にあったが、平成27 （2015）年からは減少に転じている。単独世帯は一貫して増加しており、
令和２年の単独世帯数は18,328世帯と20年間で約1.5倍になっている。

資料：令和２年  国勢調査 人口等基本集計 　※世帯の家族類型「不詳」は含まない　※1995年以前は非親族を含む世帯の集計をしていないため、2000年以降でグラフ化

平成12年
（2000）

平成17年
（2005）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

令和2年
（2020）

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（世帯）

31,494 30,860 30,419 29,671 28,487

7,399 6,966 6,244
5,284

4,190

12,306 14,189 15,354 16,347
18,328

51,336 52,190 52,327 51,618 51,332

137 175 310
316

327

■ 核家族世帯　■ 核家族以外の世帯　■ 非親族を含む世帯　■ 単独世帯

図3 　世帯数・世帯構造の推移
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出生・死亡者数、転入・転出者数の推移
平成26 （2014）年以降から現在まで一貫して転出が転入を上回っている。また、出生数を見ると、死亡数が出生数を上回る状態が続いており、
その差は徐々に広がっていることが分かる。

資料：延岡市統計書（令和5年版）

平成26年
（2014）

平成27年
（2015）

平成29年
（2017）

平成28年
（2016）

平成30年
（2018）

令和元年
（2019）

令和２年
（2020）

令和３年
（2021）

令和４年
（2022）

令和５年
（2023）

転入

転出

出生

死亡

社会増減は小康状態

死亡数は増加

出生数は減少

図4　出生・死亡者数、転入・転出者数の推移
4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

（人）
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図5　自然動態・社会動態の推移
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自然動態・社会動態の推移
死亡・出生による「自然動態」及び転入・転出による「社会動態」の状況を見ると、平成29 （2017）年までは社会減による減少数が自然減を上

回っていたが、平成30 （2018）年以降は自然減による減少数が社会減を大きく上回っている。

資料：延岡市統計書（令和5年版）
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▲700
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▲1,100

▲1,300

▲1,500

（人）

平成26年
（2014）

平成27年
（2015）

平成29年
（2017）

平成28年
（2016）

平成30年
（2018）

令和元年
（2019）

令和２年
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令和３年
（2021）

令和４年
（2022）

令和５年
（2023）

■ 自然動態　■ 社会動態
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▲786

▲692

▲839
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▲712 ▲679▲679▲689▲689

▲876▲876▲885▲885

▲784▲784
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▲338
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▲342

▲904 ▲917

▲1,249
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図6　行政区分別人口及び高齢化増減率の変化（平成22年－令和2年）
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行政区分別人口と高齢化率の状況
地区ごとの人口増減率及び高齢化率の10年間における変化の状況をみると、本市の全ての地区が人口減少及び高齢化率上昇の状態にある。
北浦、南浦、北方、北川地区は、人口の減少幅と高齢化率の上昇幅がともに大きいことが分かる。

資料：平成22年国勢調査、令和2年国勢調査

35.035.0

25.025.0

15.015.0

5.05.0

▲5.0▲5.0

10.010.0 20.020.0 40.040.0 50.050.0▲10.0▲10.0▲20.0▲20.0▲30.0▲30.0▲40.0▲40.0▲50.0▲50.0

▲15.0▲15.0
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川中川中 岡富岡富 南方南方

恒富恒富 東海東海 伊形伊形

北川北川
北方北方 北浦北浦

南浦南浦

市内の全地区で
人口減・高齢化率上昇

人口の減少幅は小さいものの、
高齢化率の上昇幅が大きい

人口の減少幅と高齢化率の
上昇幅がともに大きい

高
齢
化
増
減
率

人口増減率
人口増・高齢化率低下 人口増・高齢化率上昇

人口減・高齢化率低下 人口減・高齢化率上昇

0.00.0 30.030.0
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合計特殊出生率の推移
本市の合計特殊出生率は、令和4 (2022）年まで全国及び宮崎県を上回る水準を維持しつつも、全国や宮崎県と同様、平成29（2017）年をピー
クに低下傾向にある。

資料：厚生労働省「人口動態　保健所・市区町村別統計」　（注）合計特殊出生率は各5か年のベイズ推定値

図7　合計特殊出生率の推移

2003-2007 2008-2012 2013-2017 2018-2022

1.90

1.80

1.70
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1.40
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1.00
（年）

1.311.31

1.541.54

1.621.62

1.691.69

1.661.66

1.381.38

1.431.43

1.711.71

1.781.78
1.741.74

1.651.65

1.331.33

2018-2022年に
かけて大きく低下

延岡市 全国宮崎県
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婚姻数・婚姻率の推移
婚姻率は、コロナ禍であった令和３（2021）年を除き、平成28（2016）年から令和２（2020）年まで4.0以上で推移していたものの、令和５ 

（2023）年には再び４%を下回り、 3.9％となっている。

資料：宮崎県「衛生統計年報」　（注）婚姻率は、各年の10月1日時点の人口1,000人あたりの婚姻件数として算出

図8　婚姻数・婚姻率の推移
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25歳～39歳における男女別未婚率の推移
本市男女別の未婚率は、平成17 （2005）年から令和２ (2020)年まで一貫して男性の方が高く、平成22 （2010）年までは43％前後で推移し
いたものの、直近では45.1%とやや上昇傾向がみられる。
また、女性の未婚率も男性同様にやや増加傾向にあるが、男性と比して低水準で推移している。

資料：平成17年～令和２年 国勢調査　（注）未婚率は、「25～39歳の未婚者数÷25～ 39歳の総数」で算出

図9　男性の未婚率の推移 図10　女性の未婚率の推移
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25.0

（％） （％）
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結婚・出生率に関する指標
2018-2022年の結婚要因をみると、20～29歳の女性有配偶率が全国水準を上回っている。また、出産要因をみると第２子以降の全ての
有配偶出生率が全国水準を上回っているものの、第1子の有配偶出生率は全国水準を下回っていることが特徴。なお、10年前対比では大きな
傾向の変化は見られない。

資料：宮崎県　みやざき少子化要因見える化ツール　（注）年齢階級別女性有配偶率の寄与、出生順位別有配偶出生率の寄与は、厚生労働省「人口動態調査」、総務省「国勢調査」を基に算出

2008-2012年

0.20.2

0.10.1

0.00.0

-0.1-0.1

-0.2-0.2

全国全国

-0.01-0.01
-0.05-0.05

0.050.05

0.090.09

0.020.02

0.010.01 -0.00-0.00
0.100.10

0.090.09

-0.00-0.00

第２子

第１子

第３子

第４子

第５子以上 15〜19歳

20〜24歳

25〜29歳

30〜34歳

35〜39歳

夫婦の出生要因
（出生順位別有配偶出生率の寄与）

結婚要因
（年齢階層別女性有配偶率の寄与）

2018-2022年

0.20.2

0.10.1

0.00.0

-0.1-0.1

-0.2-0.2

全国全国

-0.00-0.00

-0.06-0.06
0.010.01

0.110.11

0.050.05

0.020.02 0.020.02
0.120.12

0.130.13

0.030.03

第２子

第１子

第３子

第４子

第５子以上 15〜19歳

20〜24歳

25〜29歳

30〜34歳

35〜39歳

夫婦の出生要因
（出生順位別有配偶出生率の寄与）

結婚要因
（年齢階層別女性有配偶率の寄与）

※レーダーチャートの数値（0.01、0.02…など）は、年齢階層別の有配偶率、出生順位別の出生率について、全国平均値を「ゼロ」とした場合の本市値との「差」を示したもの
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男女、年齢5歳階級別純移動率
平成27（2015）年から令和２（2020）年における年齢５歳階級別純移動率を見ると、男女ともに高校卒業後の流出が顕著である。男女差に着
目すると、特に女性の方が流出傾向が顕著であり、逆に20代後半の男性においては流入傾向が分かる。

資料：総務省統計局「国勢調査」（総人口）、厚生労働省「都道府県別生命表」により内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成

図11　男女、年齢５歳階級別純移動率（2015年－2020年）
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市町村名
転入 転出 差分

人数 割合 人数 割合 人数

宮崎市 1,333 36.6% 1,885 46.9% -552

日向市 575 15.8% 618 15.4% -43

門川町 382 10.5% 485 12.1% -103

都城市 247 6.8% 299 7.4% -52

高千穂町 217 6.0% 128 3.2% 89

その他
県内市町村 884 24.3% 601 15.0% 283

合計 3,638 100.0% 4,016 100.0% -378

第
１
章  

人
口
動
向
分
析

転入・転出の状況（県内市町村）
県内市町村との転入・転出先の状況を見ると、いずれも宮崎市が最も多い。転入数から転出数を差し引いた純移動の状況を見ると、宮崎市・
日向市・門川町・都城市において転出数が転入数を上回る転出超過となっている。県内その他市町村においては転入超過の状況にある。

資料：令和２年  国勢調査

表1　県内転入・転出の状況（５年前常住地と現住地） 図12　県内の転入・転出の状況
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年齢階級別転入・転出の状況（県内市町村）
年齢階級別の県内における人口移動（純移動）を見ると、大きな特徴として高千穂町と宮崎市との人口移動が挙げられる。10～ 19歳につ
いては、宮崎市への流出と高千穂町からの転入超過が顕著であり、60歳以上でも同様の傾向がみてとれる。

資料：令和２年  国勢調査

0〜9歳 10〜19歳 20〜29歳 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60歳以上

宮崎市 都城市 日向市 門川町 高千穂町

図13　年齢階級別動態・県内における人口移動（5年前常住地と現住地）
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転入・転出の状況（県外都道府県）
県外都道府県との転入・転出の状況を見ると、福岡県、大分県において転入出が多くなっている。転入数から転出数を差引いた純移動の状
況を見ると、福岡県、大分県への転出超過の影響が大きく、全体でみても転出超過の状況となっている。

資料：令和２年  国勢調査

表2　県外転入・転出の状況（５年前常住地と現住地） 図14　県外の転入・転出の状況
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転
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）
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者
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市町村名
転入 転出 差分

人数 割合 人数 割合 人数

福岡県 741 17.2% 1,345 23.4% -604

佐賀県 91 2.1% 87 1.5% 4

長崎県 115 2.7% 124 2.2% -9

熊本県 358 8.3% 480 8.3% -122

大分県 438 10.2% 734 12.8% -296

鹿児島県 347 8.1% 441 7.7% -94

沖縄県 79 1.8% 54 0.9% 25

東京都 356 8.3% 454 7.9% -98

大阪府 236 5.5% 222 3.9% 14

その他 1,545 35.9% 1,813 31.5% -268

合計 4,306 100.0% 5,754 100.0% -1,448

転出超過 転出超過均衡状態 均衡状態
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年齢階級別転入・転出の状況（県外都道府県）
年齢階級別の県外における人口移動（純移動）を見ると、10～20歳代が福岡県へ大きく流出している。そのほかの都道府県においては概ね
均衡状態にある。

資料：令和２年  国勢調査

0〜9歳 10〜19歳 20〜29歳 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60歳以上

東京都 大阪府 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 鹿児島県 沖縄県

図15　年齢階級別動態・県外における人口移動（５年前常住地と現住地）
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昼夜間人口・昼夜間人口比率の推移
通勤や通学による人口動態である「昼夜間人口比率」の経年変化を見ると、一貫して流入傾向にあり、101％前後で推移している。近隣市町
村からの通勤地・通学地となっている状況が分かる。

資料：平成２年～令和２年  国勢調査

図16　昼夜間人口・昼夜間人口比率の推移
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通勤・通学の状況（県内市町村）
通勤・通学の実態としては、近隣の日向市、門川町との間で大きな流入超過が見られ、通勤が主な理由となっており、2町の雇用を吸収し
ていることが分かる。一方で、日向市、門川町においては本市からの通勤による一定数の流出もある。

資料：令和２年  国勢調査

表3　通勤・通学地の状況 図17　通勤・通学の状況
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流出人口 4,730 4,205 525
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日向市 1,932 1,851 81
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産業及び年齢階級別就業者の状況（総数）
本市の産業別就業者数の状況をみると、製造業のほか、医療・福祉業の従事者が多くなっている。大手製造業の支社・工場や関連企業が多
く立地していること、県立病院や大学病院等の規模の大きい医療機関が所在していることが背景と推察される。

資料：令和2年  国勢調査

図18　産業及び年齢階級別15歳以上就業者数（総数）

A 農業，林業
Ｂ 漁業

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業
Ｄ 建設業
Ｅ 製造業

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業
Ｇ 情報通信業

Ｈ 運輸業，郵便業
Ｉ 卸売業，小売業
Ｊ 金融業，保険業

Ｋ 不動産業，物品賃貸業
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業

Ｏ 教育，学習支援業
Ｐ 医療，福祉

Ｑ 複合サービス事業
Ｒ サービス業（他に分類されないもの）

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く）
Ｔ 分類不能の産業

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000
就業者数（人）

製造業のほか、医療・福祉業の
従事者が多い

■15～19歳　■20～29歳　■30～39歳　■40～49歳　■50～59歳　■60～69歳　■70歳～
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産業及び年齢階級別就業者の状況（男性）
本市男性の産業別就業者数の状況を見ると、製造業、建設業などの第２次産業への従事が最も多く、次いで卸売業、小売業などの第３次産業

となっている。年代別の就業状況をみると、20～50代は製造業に最も多く就業している一方で、60代は建設業への就業が多いことが特徴と言える。

資料：令和2年  国勢調査

図19　産業及び年齢階級別15歳以上就業者数（男性)

A 農業，林業
Ｂ 漁業

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業
Ｄ 建設業
Ｅ 製造業

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業
Ｇ 情報通信業

Ｈ 運輸業，郵便業
Ｉ 卸売業，小売業
Ｊ 金融業，保険業

Ｋ 不動産業，物品賃貸業
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業

Ｏ 教育，学習支援業
Ｐ 医療，福祉

Ｑ 複合サービス事業
Ｒ サービス業（他に分類されないもの）

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く）
Ｔ 分類不能の産業

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000
就業者数（人）

製造業、建設業などの
第２次産業への従事が最も多い

60代以上がボリュームゾーンと
なっており、高齢化が顕著

■15～19歳　■20～29歳　■30～39歳　■40～49歳　■50～59歳　■60～69歳　■70歳～
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産業及び年齢階級別就業者の状況（女性）
本市女性の産業別就業者数の状況をみると、医療・福祉業への従事が最も多く、次いで卸売業・小売業と第３次産業が多い傾向にある。年代別の就業状況を

見ると、20～60代の幅広い年代において医療・福祉業に最も多く就業している。なお、男性同様に農業・林業は60代以上の就業者数が多く、高齢化が顕著

資料：令和2年  国勢調査

図20　産業及び年齢階級別15歳以上就業者数（女性）

A 農業，林業
Ｂ 漁業

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業
Ｄ 建設業
Ｅ 製造業

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業
Ｇ 情報通信業

Ｈ 運輸業，郵便業
Ｉ 卸売業，小売業
Ｊ 金融業，保険業

Ｋ 不動産業，物品賃貸業
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業

Ｏ 教育，学習支援業
Ｐ 医療，福祉

Ｑ 複合サービス事業
Ｒ サービス業（他に分類されないもの）

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く）
Ｔ 分類不能の産業

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000
就業者数（人）

医療・福祉業の
第３次産業への従事が多い

60代以上がボリュームゾーンと
なっており、高齢化が顕著

■15～19歳　■20～29歳　■30～39歳　■40～49歳　■50～59歳　■60～69歳　■70歳～
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1.  着目すべき社会動向の整理
本章では、延岡市の施策に影響を与える可能性のある産業や道路・公共交通等の社会インフラ整備、教育施設、

生活利便施設において着目すべき社会動向について捕捉を行い、取りまとめを行った。当該動向については、次
章以降で行う人口推計やシミュレーションの基礎資料とする

⑴ 大手総合化学メーカーの新工場建設・稼働
本市を最大の生産拠点とする大手総合化学メーカーは、「ウイルス除去製品向け新工場」を建設し、2030年1月の稼働を予定している。
新工場ではフィルターの主材料となる糸を製造。既存工場と同程度の生産能力で、これにより、生産能力は約3割増える見通し。

⑵ 日本のひなた宮崎　国スポ・障スポ大会の開催
2027年の第81回国民スポーツ大会・第26回全国障害者スポーツ大会の開催に伴い、県はスポーツによる地域振興を県内全域に広げるため、

本市、宮崎市、都城市に新施設を建設している。
県は「スポーツ観光」を推進し、世界レベルのキャンプ・大会の戦略的な誘致を目指している。

⑶ 日向市で、日韓で初となる「グローバルワーケーション」連携協定締結
日向市は、国境を越えた企業型ワーケーション「グローバルワーケーション」を活用した海外企業と連携協定を締結。
同市では、国内企業向けワーケーションの実績と、観光庁モデル実証事業として取り組むデジタルノマド誘致施策を融合させた「グローバ

ルワーケーション」を推進し、「ワーケーションの聖地」を目指す。

市内 産業動向

市内・県内 産業動向

近隣自治体 産業動向
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1.  着目すべき社会動向の整理

⑷ 宮崎県内の半導体関連の産官学が人材確保へ取組強化
宮崎県内で半導体産業に関わる産官学が、人材確保のため小中学校から大学まで各段階で取り組みを強化している。
県内では半導体大手の子会社が国富町に新たに工場を建設しており、九州では半導体関連の人材獲得競争が激しさを増している。

⑸ 首都圏公立中学校の宮崎への修学旅行誘致を目指す
宮崎県観光協会や南九州の観光団体が、首都圏の中学校の修学旅行を誘致しようと取り組んでいる。
首都圏の公立中学校の修学旅行先はこれまで京都や奈良などであったが、外国人観光客の増加で宿泊施設が高騰していることもあり九州が

注目されている。

⑹ 防災拠点の機能拡充に向けた改築・改修
県内の後方支援拠点施設として位置づけられている西階公園において、災害発生時における復旧のための資機材や生活物資の中継基地等と

しての役割を備えた多目的屋内施設の建設を進めている。
災害発生時にヘリポートや受援・緊急避難場所として活用する野球場の改築・改修を行い、西階公園の防災拠点としての機能拡充を図る。​

⑺ 細島港の機能強化と「特定利用港湾」の指定検討
細島港（日向市）は「16号岸壁」が完成し、隣接する17号岸壁と一体となった利用が可能となり、さらなる原木の取扱量の増加が見込まれる。
また、「特定利用港湾」の指定・整備を国が検討しており、有事に備え、自衛隊や海上保安庁が訓練などで使えるよう整備が進められる可能

性がある。

県内 産業動向

県内 産業動向

市内 インフラ整備

近隣自治体 インフラ整備
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1.  着目すべき社会動向の整理

⑻ 九州中央道「平底―蔵田」で計画段階評価が開始
九州中央自動車道の県内唯一の未事業化区間である「平底（日之影町）―蔵田（延岡市北方町）」が事業化の前段階となる計画段階評価手続き

に入った。
九州中央道は、九州道の嘉島JCTから分岐して、内陸部の山都町や高千穂町を経由し、東九州道の延岡JCTへ接続する約95kmの高規格道

路であり、交通アクセスの向上が期待される。

⑼ 東九州自動車道（高鍋IC ～西都IC）の4車線化
「宮崎西IC～延岡南IC」間を管理・整備する西日本高速道路株式会社は、「高鍋IC ～西都IC」の延長4.7kmについて４車線化の工事を進める。

⑽ 緑ケ丘児童館建替事業
当該児童館は、老朽化が著しいことから、こどもたちの安心安全な利用を確保するため建替を行うこととしている。

市内・県内 インフラ整備

県内 インフラ整備

市内 教育施設
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1.  着目すべき社会動向の整理

⑾ 市内高校におけるIT人材の育成
学校法人 延岡学園（宮崎県延岡市）は、2026年４月高校生ホワイトハッカーやデータアナリストなどのIT人材を育成する情報科（テックリー

ト）を新設する。
同校は５年間で700名の高卒ホワイトハッカーを育成し、先進的AI教育にエンダウメント投資を加え、地域社会の発展と次世代を担うIT人

材“テックリート”育成を目指す。
小田原短期大学では、2026年４月に、ITやWEBデザイン、プログラミングなどの分野を学ぶライフデザイン総合学科通信教育課程を開設

することとしている。

⑿ 市内医療機関の「特定行為研修指定研修機関」指定
延岡共立病院は保健師助産師看護師法に規定される「特定行為区分に係る特定行為研修」を行う指定研修機関として令和７年３月に厚生労

働省より指定された。

⒀ 大分県主要駅における駅前再開発
JR大分駅と別府駅において大規模な駅前再開発が実施・検討されている。
別府駅は商店街「べっぷ駅市場」の商店街を全面的に改修しており、運営するJR九州の関連会社は新規店の誘致も進めている。
大分駅は駅に隣接する市有地（約1万8,500平方メートル）の再開発を計画しており、民間事業者から土地利用や事業計画などのアイデアを

募集している。

市内 生活利便施設

近隣自治体 生活利便施設

市内 教育施設
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2.  社会動向が地域に与えうる影響と課題の整理
総合戦略の４つの柱に影響を与えうる社会動向や市の主な個別計画、想定される課題について整理を行った。

総合戦略の４つの柱と個別テーマと関連する主な個別計画

２・１ しごと
◦持続可能な一次産業
◦工業振興と人材確保
◦医療・福祉サービス拡大

◦延岡市工業振興ビジョン
◦延岡市農林水産業振興計画
◦延岡市こども計画
◦健康のべおか21
◦のべおか男女共同参画プラン
◦延岡市教育大綱
◦延岡市地域福祉計画
◦延岡市景観計画
◦延岡市都市計画マスタープラン・延岡市立地適正化計画
◦延岡市地域公共交通計画
◦延岡市地球温暖化対策実行計画
◦延岡市SDGｓ未来都市計画
◦延岡市文化振興ビジョン
◦延岡市地域防災計画
◦延岡市情報政策推進計画

２・２
人の流れ

（移住・定住）
◦個人の移住・定住
◦交流人口の拡大
◦関係人口創出

２・３ 結婚・出産・子育て
◦結婚支援
◦子育て支援
◦保健・医療の充実
◦職業と家庭の両立

２・４ まちの魅力
◦行政サービスの向上
◦地域コミュニティ活性化
◦防災対策
◦健康増進
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2.1  「しごと」への影響や想定課題

し
ご
と

一次産業

二次産業

三次産業

◎一次産業分野の担い手確保が必要
経済センサス調査では、一次産業の従業者数は増加傾向にある。他方で、従業者のボリュームゾーンは60歳以
上であり、当面は事業継続が可能と推察されるが、高齢化の進行に伴い離職者が増え、当該産業の担い手不足
により一次産業の衰退が懸念される。

◎旭化成新工場建設による雇用機会の増加に期待
ウイルス除去製品向け新工場の2030年稼働により、雇用機会の増加が見込まれる。若い世代の地元定着やUIJ
ターン就職に繋げる好機となる。

◎交通アクセス向上による工業団地の魅力向上に期待
東九州自動車道の4車線化・九州中央道の全線開通により、交通アクセスが向上することで、工業団地の魅力向
上が期待される。

◎半導体関連の人材獲得競争の激化・人材流出懸念
県内の他自治体では、半導体大手企業が新たに工場を建設しており、半導体関連の人材獲得競争の激化・人材
流出が懸念される。

◎市内企業の人材獲得能力の引き上げが必要
20歳代男性の流入が多い傾向だが、全国的な人口減少傾向を踏まえると、人口流入数の減少が想定され、人材
確保が困難になるおそれがある。若者・女性に選ばれる雇用環境・処遇の整備促進や訴求力を高める必要がある。

◎IT関連人材の育成と活用の好循環形成に期待
市内でのIT人材育成とデジタル関連企業誘致の双方が進んでいくことで、IT人材を育成・活用する環境が整い、
IT関連人材の需要と供給の双方が拡大する好循環が期待される。

◎宿泊・飲食サービスの就業者数は減少傾向にあり担い手確保が必要
将来的には生産年齢人口が減少することが予想されるほか、宿泊・飲食サービスの就業数も減少傾向にあるこ
とから、宿泊・飲食サービスの人材確保が難しくなる懸念がある。

◎医療・福祉分野の人材確保が難しくなる懸念
20歳代の女性の流出が他の年代に比して顕著であるほか、医療・福祉分野では就業者のボリュームゾーンが40
歳～ 69歳代であることから、当該分野での従業者の高齢化が進み、人材確保が難しくなる可能性がある。

大分類 中分類 人口変化・社会変化が地域に与える影響や課題
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2.2 「人の流れ（移住・定住）」への影響や想定課題

人
の
流
れ

個人の
移住・定住

関係人口

交流人口

◎若者世代が求める生活環境の把握・整備が必要
本市の人口動態をみると、男女ともに高校卒業後の流出が顕著であり、宮崎市や福岡県へ進学・就職により転
出していると推察される。市外へ転出した本市出身者のUターンを促進するためにも、若者世代が求める生活
環境の把握・整備が求められる。

◎子育て世代が定住したいと思える環境整備が必要
本市の転入出の状況を見ると、20歳代後半の男性は転入傾向にあるものの、30～ 40歳代の子育て世代は、宮
崎市等の県内の近隣自治体へ転出傾向がみられる。転勤等の業務都合による転出も想定されるが、結婚・出産
後も定住したいと思える生活環境の整備が求められる。

◎関係人口から定住人口への転換に期待
本市には医療系の大学や県立病院等が所在しており、近隣地域内における医療関係者の学ぶ場・働く場として
の役割を担っている。こうした特徴を活かし、働く場だけでなく、生活の場としての魅力・情報をより一層発
信することで、若者、特に女性に選ばれるまちになることが期待される。

◎ワーケーション推進による国内外からの移住者増加に期待
日向市において、日韓で初となる「グローバルワーケーション」連携協定を締結している。このような機会を活
かして本市の魅力を周知し、来訪のリピートにつなげることで、移住先の候補となることが期待される。

◎修学旅行等の観光（交流人口）から関係人口への転換に期待
宮崎県観光協会や南九州の観光団体が首都圏の公立中学校に対して、宮崎への修学旅行誘致に取り組んでいる。
修学旅行で訪れた学生を対象に本市の魅力を発信することで、交流人口から関係人口への転換が期待される。

大分類 中分類 人口変化・社会変化が地域に与える影響や課題
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2.3 「結婚・出産・子育て」への影響や想定課題

結
婚

出
産・子
育
て

結婚支援

子育て支援

保健・医療

◎結婚を希望するすべての市民に対して出会いの場の創出支援が必要
本市の29歳以下の男女別人口を見ると、男性に比して女性が少ない傾向。今後も女性の流出傾向が改善されな
い場合、結婚意向のある男性の出会いの機会が得られにくくなる可能性がある。

結婚への多様な価値観は尊重しつつ、結婚を希望する市民に対しては出会いの場を創出し、結婚への機運を高
めることが必要。

◎子どもの年齢に応じた子育て支援やワーク・ライフ・バランスの両立支援が必要
本市の出生率に鑑みると、第１子を設ける人は第２子、第３子を設ける傾向にあるため、子どもの年齢に応じ
た支援や家庭と仕事の両立に向けた支援が求められる。今後も同水準の出生率を維持し、人口減少を緩やかに
するためにもより一層の子育て支援の拡充が必要。

※�人口変化・社会変化から直接的に得られた課題ではないものの、人口減少を緩やかにするためには、以下の
ような全国的な子育て施策上の課題感にも目くばせが必要

◦�子育ての孤立感や負担感や子育て・教育にかかる費用負担など、子育て世帯が抱える悩みや困りごとは多様化しており、従来
の相談・支援体制の他、より積極的なアウトリーチ型の支援が必要。

◦�家庭の経済的困窮による子どもたちに様々な影響や貧困の連鎖を防ぐため、教育支援や生活支援、経済的支援が必要。

◎子どもの受け皿となる居場所づくりが期待
市南部に位置する緑ヶ丘児童館の建替えなどにより、子どもの遊び場や放課後児童の居場所、さらには子育て
家庭の相談窓口等の支援機能の充実が期待される。

◎地域医療の充実により、女性に選ばれるまちとなることへの期待
医師・看護師など医療者の高齢化に伴う人材の確保や、遠隔地における地域医療体制の維持が求められている。

九州医療科学大学が本市に所在していることの利点は大きく一層の情報発信により若い世代、特に女性に選ば
れるまちとして期待される。

大分類 中分類 人口変化・社会変化が地域に与える影響や課題
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2.4 「延岡市の魅力」への影響や想定課題

ま
ち
の
魅
力

行政サービス

地域
コミュニティ

安心・安全

健康長寿

◎DX等のデジタル化により、行政サービスの効率化が期待される
今後、高齢者人口が増加することが予想され、デジタル化による真の行政サービスの向上を図る上では、デジ
タルデバイド対策も併せて措置が必要。一方、救急活動時におけるマイナンバーカードの利活用が進めば、救
命率の向上が期待される。
延岡学園が5年間で700名の高卒ホワイトハッカーを育成することや小田原短期大学がライフデザイン総合学
科通信教育課程を開設することを踏まえると、当地でデジタル人材を育成することで、デジタル人材を採用し
やすくなることが期待される。

◎人口減少や高齢化が進むもとで公共サービスを維持するために広域連携が必要
より一層の高齢化や人口減少が見込まれるもとで、健全な財政運営のためには公共施設やサービス等の広域連
携（インフラマネジメント含む）、機能分担等が必要。

◎人口減少の著しい過疎地域では、地域コミュニティを支える支援が必要
少子高齢化が進むもとで、より一層の高齢化により地域の維持（環境美化、防犯、見守りや支え合いの互助機
能など）が困難となり、生活そのものが成り立たなくなる可能性があるため、小さな拠点づくりや地域運営組
織の設立支援が必要。

◎地域ぐるみの防災体制について再検討が必要
自然災害が頻発するもとで、災害時に手助けを必要とする避難行動要支援者を地域住民が連携して避難支援で
きるような防災体制の構築が必要。
地域コミュニティ活動の主な担い手は高齢者であると仮定する場合、より一層の高齢化により地域での避難支
援等が困難となる可能性がある。

◎防災拠点の整備により防災機能の拡充が期待
南海トラフ地震が予見されるもとで、津波避難施設等の整備が求められている。西階公園の防災拠点としての
機能拡充により、防災計画の見直しや避難所の整備が進捗することが期待される。

◎高齢者の健康維持に向けた取組みが必要
人生100年社会の到来により、雇用・教育・地域活動面への高齢者の活躍が期待される。
より一層の高齢化により社会保障費の増大が見込まれるもとで、健全な財政運営とするためにも、高齢者の健
康維持に向けた取組みが必要。

大分類 中分類 人口変化・社会変化が地域に与える影響や課題
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３．着目すべき市民意識
人口の将来推計を行うにあたり、出生や移動に関する仮定の基礎資料とするため、「結婚・子育て」や「就業」、「進

路希望」等における市民意識について、延岡市民まちづくりアンケートや若者向けまちづくりアンケート（中学生
アンケート）等から以下のとおり整理した。

しごと 人の流れ
雇用の現状

◦�やりたい仕事のみつけやすさについては、「あてはまる」が約４％、「あてはま
らない」との回答が約57％と求職ニーズが満たされていない可能性。
◦�収入についての満足度は非常に低く、回答者の62％が不満を感じており、納
得のいく給与水準となっていない可能性。

若年層の就業意向
◦�高校卒業後に就職を希望する職種は、性別や希望地を問わず「飲食店・宿泊業」
が約14％と関心が高い。
◦�男性は「製造業」や「建設業」、女性は「医療・福祉」や「サービス業」への関心が
高い。
◦�希望職種を「その他」と回答した割合が、男性約30％、女性約41％と高いこ
とから、現時点では具体的な職種を決めていない可能性が推測される。

女性の就労と家庭との両立
◦�週5日以上働く世帯が多数を占める中、母親の育児休業取得率（未就学児）は
高い（66.6％）が、父親は「取得していない（83.8％）」の割合が高い。

人口流出の原因
◦�高校卒業後に就職を希望する人について、宮崎県内での就職希望割合を男女
別にみると、男性約55％、女性約41％となっており、女性のほうが県外で
の就職希望が強い。
◦�高校卒業後に就職を予定している人が就職を検討している地域は、延岡市内
31％、宮崎県内（延岡市以外）約20％と宮崎県内で半数を超えている。

本市への愛着
◦�集落への愛着については、「当てはまる」と回答した人の割合が全体の約45％
と「当てはまらない」との回答を上回る。

生活の満足度と定住意向
◦�男女ともに宮崎県外を希望する回答が最も多く、全体の46.6％が県外を希望。
◦�将来も延岡市内や宮崎県内に居住を希望すると回答した人は現在の満足度が
約90％であり、宮崎県外を希望すると回答した人は現在の満足度が約80％
と低い傾向。
◦�延岡市内の希望者のうち、現在の生活や自分自身に対して「とても満足」と回
答した割合は40％であり、他地域の希望者と比較して高い。
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３．着目すべき市民意識

結婚・子育て・若者活躍 人の流れ
結婚

◦�未婚者のうち、「今後結婚したい」と答えた割合は合計72.2%と宮崎県平均
（79.8％）と全国平均（男性81.4％、女性84.3％）と比較すると低い傾向。
◦�未婚者の結婚したくない理由として「経済的に余裕がない（21.4%）」が挙げ
られており、経済的な不安が結婚への足かせとなっている可能性。

子育て環境
◦�子育て支援や助成制度について手厚さを「感じていない」人は回答者の約30％
だった。
◦�こどもたちがいきいきと暮らせると「感じている」人は回答者の約25％だった。

女性や若者活躍の機運
◦�職業の場面において女性が活躍しやすい雰囲気について、「ある」と回答した
人の割合は全体の約50％と女性活躍の機運醸成は一定程度進んでいる。
◦�「社会全体の場」における「若者」の活躍しやすい雰囲気は「全くあてはまらな
い」「あまりあてはまらない」と回答した人の割合が42％だった。
◦�「社会全体の場」における「女性」の活躍しやすい雰囲気は「全くあてはまらな
い」「あまりあてはまらない」と回答した人の割合が29.2％だった。

教育環境
◦�教育環境（小中高校）については、「概ね整っている」と感じている回答者が
50％を超えており、本市の強みの１つといえる。

住みやすさ
◦�医療機関の充実度については、回答者の約35％が概ね「あてはまる」と感じ
ており、不満を上回る。
◦�介護・福祉サービスの受けやすさについては、「当てはまる」／「当てはまら
ない」との回答割合が拮抗。
◦�買い物の利便性については、回答者約50％が概ね「当てはまる」と回答して
おり、不満を大きく上回る。
◦�居住地域の騒音については、「当てはまる」との回答が全体の約６３％と大き
な課題。
◦�交通の利便性に関する意見は、不便を感じている人が全体の約７２％と喫緊
の課題。

公共施設／交流の場
◦�公共施設（体育館や図書館等）の使い勝手については、「不便」と感じている人
が回答者の約40％と「満足」と感じている人の割合を上回る。
◦�地域活動の充実について、不満の割合の方が高い。

行政サービス
◦�デジタルサービスを利用しやすいと「感じていない」割合が全体の３３％とデ
ジタル化がサービス向上に寄与していない可能性。
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１．推計手順及び概要
延岡市の将来人口を見通すための基礎作業として、国が提供する「将来人口推計のためのワークシート（令和

６年６月版）」を活用し、２種の推計モデルにて推計を行う。なお、独自推計については社人研推計準拠を基礎に、
将来の合計特殊出生率と純移動率を仮定し２つのシミュレーションを行う。

※�内閣官房・内閣府「地方版総合戦略の策定等に向けた人口動向分析・将来人口推計の手引き（令和６年６月版）」及び一般社団法人北海道総合研究調査会「地域人口減少白書（2014-2018年）」の分析方法を参考に、独自推計とし
てシミュレーション１及びシミュレーション２を設定。社人研推計をベースに出生・移動の仮定値を変化させることで将来人口がどのように変化するかを分析することが可能。この分析により、自然増減・社会増減の影響度
の大きさを把握・比較することができる。

推計モデル 推計シナリオ

社人研推計準拠

独
自
推
計

シミュレーション１

シミュレーション２

令和２年国勢調査の各種人口を基準とし以下を仮定

出生に関する仮定値	� 将来の子ども女性比（0-4歳人口の20-44歳女性人口に対する比）及び0-4歳性比（0-4
歳女性人口100人当たりの0-4歳男性人口）を用いる

死亡に関する仮定値	 将来の生残率

移動に関する仮定値	� 転出数と転入数に区分して推計。転出数は男女の年齢別転出率、転入数は男女の年齢別
配分率

出生仮定値	 合計特殊出生率は現状維持（1.74※推計時点）で推移
死亡仮定値	 社人研推計準拠に準ずる
移動仮定値	 社人研推計準拠に準ずる

出生仮定値	 合計特殊出生率は現状維持（1.74※推計時点）で推移
死亡仮定値	 社人研推計準拠に準ずる
移動仮定値	 流出入が同数
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２．社人研推計準拠モデル推計
延岡市の総人口は今後も減少し続けることが予想される結果となった。なお、年齢３区分別人口の推移についても、年少、生産年齢、老年
の３区分すべてにおいて減少の一途を辿る見込み。

※本推計は社人研から公表された基礎データに基づき再計算しており、端数処理などの関係で「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」とは、若干数値が異なっている

総人口及び年齢３区分別人口推移
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２．社人研推計準拠モデル推計
人口の減少段階は、年齢３区分別人口の推移により、３つの段階に分類できるとされている。延岡市におい
ては、３区分すべてにおいて減少することが予想されており、「第３段階」の状態にあることが分かる。

年齢階級別人口指数（2020年＝100） 人口減少段階
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150,000

100,000

50,000

0

２．社人研推計準拠モデル推計
合計特殊出生率を現状維持とし、社会減が継続するものとしたシミュレーション１の令和32（2050）年の
推計人口（77,342人）は、社人研推計準拠の人口（76,140人）より約1,200人多いものの、推移は近似。一方、
人口移動が均衡するものとしたシミュレーション２の当該人口（89,419人）は、社人研推計準拠の人口を約
12,000人ほど上回り、以降もより緩やかな人口減少となる。

独自推計シミュレーション

独自推計
シミュレーション

（人）

シミュレーション1 シミュレーション2 社人研推計準拠

76,14076,140

77,34277,342

89,41989,419

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070（年）

＜シミュレーション２＞

■合計特殊出生率の想定
　2020年1.74→2070年1.74
■社会増減の想定
　人口移動が均衡

＜シミュレーション１＞

■合計特殊出生率の想定
　2020年1.74→2070年1.74
■社会増減の想定
　足元の人口移動が継続

＜社人研推計準拠＞

■合計特殊出生率の想定
　2020年1.55→2070年1.65
■社会増減の想定
　足元の人口移動が継続
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３．シミュレーション
前項シミュレーション1及び２について、社人研推計準拠との比較を行うことで、将来人口に及ぼす出生の
影響度（自然増減の影響度）や移動の影響度（社会増減の影響度）の分析が可能となる。まず、出生の影響度に
ついては以下の手順にて判定を行う。

将来人口への
影響度判定（出生）

独
自
推
計

社人研推計準拠

シミュレーション１

出生仮定値	 合計特殊出生率換算1.55⇒1.65
死亡仮定値	 将来の生残率
移動仮定値	 転出数は男女年齢別転出率、転入数は男女年齢別配分率

出生仮定値	 合計特殊出生率1.74
死亡仮定値	 社人研推計準拠に準ずる
移動仮定値	 社人研推計準拠に準ずる

※�シミュレーション１は、人口移動に関する仮定を社人研推計と同じとして、出生に関する仮定のみを変更している。シミュレーション１による令和32年(2050)の総人口を社人研推計による同年の総人口で除して得られる数
値は、出生率が上昇した場合に人口がどの程度増加するかを示すものであり、出生が人口に与える影響の大きさを表している。出生の影響度は、5に近づくほど、出生数が人口に与える影響が大きいことを意味する

出生の影響度判定

＜再掲（簡易表記）＞

種　別 判定基準 影響度※

出生の影響度
（自然増減の影響度）

独自推計シミュレーション１
社人研準拠推計

（令和32（2050）年総人口）

100%未満 １

100 ～ 105% ２

105 ～ 110% ３

100 ～ 115% ４

115%以上 ５
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３．シミュレーション
次いで、移動の影響度については以下の手順にて判定を行う。

将来人口への
影響度判定（移動）

独
自
推
計

シミュレーション１

シミュレーション２

出生仮定値	 合計特殊出生率は現状維持（1.74※推計時点）で推移
死亡仮定値	 社人研推計準拠に準ずる
移動仮定値	 社人研推計準拠に準ずる

出生仮定値	 合計特殊出生率は現状維持（1.74※推計時点）で推移
死亡仮定値	 社人研推計準拠に準ずる
移動仮定値	 流出入が同数

※�シミュレーション２は、出生の仮定をシミュレーション１と同じとして、人口移動に関する仮定のみを変更している。シミュレーション２による令和32年(2050)の総人口をシミュレーション１による同年の総人口で除して
得られる数値は、人口移動が均衡（移動が無い場合と同じ）となった場合に人口がどの程度増加するかを示すものであり、移動が人口に与える影響の大きさを表している。移動の影響度は、5に近づくほど、社会増減が人口に
与える影響が大きいことを意味する

移動の影響度判定

＜再掲（簡易表記）＞

種　別 判定基準 影響度※

移動の影響度
（社会増減の影響度）

シミュレーション２
シミュレーション１

（令和32（2050）年総人口）

100%未満 １

100 ～ 105% ２

105 ～ 110% ３

100 ～ 115% ４

115%以上 ５
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３．シミュレーション
シミュレーション１及び２について、将来人口に及ぼす出生の影響度（自然増減の影響度）や移動の影響度（社
会増減の影響度）の判定結果及び分析は以下のとおり。将来人口への

影響度判定（総括）

※影響度は、5に近づくほど人口に与える影響が大きいことを意味

出生及び移動の影響度判定結果

＜影響度分析＞

種　別 判定基準 A/B 影響度

出生の影響度
（自然増減の影響度）

シミュレーション１（A） 77,342人　
101.6 2

社人研準拠推計（B） 76,140人

移動の影響度
（社会増減の影響度）

シミュレーション２ （A） 89,419人
115.6 5

シミュレーション１（B） 77,342人

◦�本市においては、出生の影響度（自然増減影響度）が「２」と比較的低値ではあるものの、出生数増に向けた取組みが不要であることを意味するものではない
◦�シミュレーション１において、合計特殊出生率を直近値（2018-2022） である1.74を継続することを想定しているが、全国的な傾向と同様に本市でも出生率

が低下していく可能性を踏まえると、出生率向上に向けた施策に取り組む必要がある
◦�移動の影響度は「５」となっており、人口増をもたらす施策、すなわち若い世代の定着及びふるさと回帰等の施策検討が必要である



第４章  人口の将来展望
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１．目指す将来の方向

本市の人口の現状や推計、シミュレーション、本市に影響を与えうる社会動向、アンケート等の結果を踏まえ、
本市の将来人口を展望するにあたっての課題認識を整理する。

現況と将来推計から見る課題認識（結婚・出産）

未婚者のうち将来結婚を望む層の割合は、宮崎県・全国平均と比較し低い傾向※

◦�未婚者のうち、「今後結婚したい」と答えた割合は合計72.2%であり、宮崎県平均（79.8％）と全国平均（男性81.4％、女性84.3％）と比較すると低い傾向

経済的負担への不安が若者への結婚・出産選択の足かせとなっている可能性
◦�回答者の若者の約半数が将来の不安として「お金のこと（51.6%）」を選択し、また、未婚者の結婚したくない理由として「経済的に余裕がない（21.4%）」が挙
げられていることから、若者が自身の将来の経済基盤に対して不安を感じ、結婚・出産に踏み切れていない可能性がある

性別役割分担意識が強く、女性は生活と職業の両立に困難を抱えている可能性
◦�週5日以上働く父母が多数を占める中、母親の育児休業取得率（未就学児）は高い（66.6％）が、父親は「取得していない（83.8％）」の割合が高い上、取得期間
も71.1%が「０歳３か月以内に職場復帰」と短いことから、家庭内で、母親側に育児負担の偏りが生じていることが予想される

保護者が育児と仕事を両立するための制度・サービスが不足
◦�仕事と子育ての両立をする上で大変なこととして「親・子の病気・けがなどで、臨時で子どもの面倒を見る人がいない」ことを挙げる人が多数存在（38.8％）
◦�病児保育や一時預け場所等の制度・サービスの充実により、子どもをもちたいと思わない理由として挙げられている「育児による心理的・肉体的負担（67.7%）」
を軽減できる可能性

※設問・調査対象が完全に同一ではないアンケート結果を比較しており、傾向把握のための参考データであることに留意が必要

（出所）延岡市「延岡市こども計画策定のためのアンケート調査結果報告書」（2024年10月）
（出所）宮崎県「令和６年度宮崎県結婚・子育て意識調査調査結果報告書」（2024年10月）
（出所）国立社会保障・人口問題研究所「現代日本の結婚と出産 －第16回出生動向基本調査 （独身者調査ならびに夫婦調査）報告書－」 （2023年８月31日）

結
婚
・
子
育
て
に
関
す
る
課
題
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１．目指す将来の方向

現況と将来推計から見る課題認識（教育・就業）

高校卒業後の県内進学希望は3割を下回る、女性は九州圏内にとどまる傾向
◦�中学生アンケート回答者の約71％が高校卒業後の進学を予定していると回答。特に女性は約７8％と進学希望割合が高い。このうち進学する地域を延岡市内
とする者は約15％、宮崎県内（延岡市以外）約16％、九州圏約33％となっており、本市に近い場所を希望する傾向が窺える
◦�また、宮崎県内での進学希望割合を男女別にみると、男性約25％、女性31％となっており、男性のほうが県外への進学希望が強い
◦�一方、高校卒業後に就職を予定している者が就職を検討している地域は、延岡市内31％、宮崎県内（延岡市以外）約20％と宮崎県内で半数を超えている。宮
崎県内での就職希望割合を男女別にみると、男性約56％、女性約41％となっており、女性のほうが県外での就職希望が強い

男性は「製造業」「建築業」、女性は「医療・福祉」への関心が高い傾向
◦�高校卒業後に就職を希望する職種は、性別や希望地を問わず「飲食店・宿泊業」が約14％と関心が高い。そのほか、男性は「製造業」や「建設業」、女性は「医療・
福祉」や「サービス業」への関心が高い
◦�希望職種を「その他」と回答した割合が、男性約30％、女性約41％と高いことから、現時点では具体的な職種を決めていない可能性が推測されるため、職業
や職種についての教育や啓発を進めていくことが求められる

進
学
・
就
職
に
関
す
る
課
題



49

第
４
章  

人
口
の
将
来
展
望

２．将来展望の考え方

本市人口の将来展望の設定にあたっては、国や県の動向に鑑みる必要があるため、まずは国や県における人口
の将来展望の考え方を整理する。

国及び宮崎県

国の考え方
◦�国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の長期的展望では、合計特殊出生率が令和12（2030）年に1.8程度、令和22（2040）年に2.07

程度（人口置換水準※）まで上昇すると令和42（2060）年の人口は約１億200万人となり、長期的には9,000万人程度で安定的に推移する
ものと想定

宮崎県の考え方
◦�「宮崎県総合計画長期ビジョン（令和４年９月）」では、将来展望Ⅰとして現状が継続した先の未来を想定。
◦�本県の将来人口は、令和12（2030）年には100万人を割り込み、令和22（2040）年には87万人程度、令和52（2070）年には60万人を下回り程度まで減少す
ることを想定

◦�将来展望Ⅱについては、改善ケース1と改善ケース2を想定。
◦�改善ケース1では、合計特殊出生率が令和32（2050）年に2.07まで改善すると仮定。社会増減については、令和32（2050）年に社会増減が均衡し、その後も
均衡し続けると仮定。その結果、本県の人口は、令和22（2040）年に約89万人、令和52（2070）年には約64万人になると想定
◦�改善ケース2では、合計特殊出生率が令和32（2050）年に2.07まで改善すると仮定。社会増減については、令和22（2040）年に社会増減が均衡、その後令和
32（2050）年以降、社会増（500人程度/年）が継続すると仮定。その結果、本県の人口は、令和22（2040）年に約89万人、令和52（2070）年には約66万人
になると想定

国
及
び
宮
崎
県
の
将
来
展
望
の
考
え
方

※人口置換水準とは、人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率の水準のこと
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２．将来展望の考え方
本市人口の将来展望にあたり、国及び県の人口の将来展望を鑑みつつ、自然増減及び社会増減の条件を以下の

とおり設定。
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シナリオ案 自然増減（出生ー死亡） 社会増減（転入ー転出）

将来展望Ⅰ 現時点における本市の合計特殊出生率1.74が
令和52（2070）年以降も継続すると仮定

20～34歳の若者世代における純移動数が社人研推
計より足下10年は悪化するものの、2040年以降、
は純移動数が均衡。2045年以降、徐々に純移動数
が増加し、2055年以降は社会増（10人/５年）が継続
すると仮定

将来展望Ⅱ
本市の合計特殊出生率が令和22（2040）年以
降に九州・沖縄ブロックの希望出生率である
1.91を達成し、令和27(2045)年に人口置換
水準である2.07まで改善すると仮定

宮崎県の将来展望Ⅰの人口を参考に、2030年以降
に20 ～ 34歳の純移動数が社会増に転じると仮定。
2035年以降、徐々に純移動数が増加し、2050年以
降は社会増（320人/５年）が継続すると仮定
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３．延岡市の人口の将来展望
前頁にて設定した人口の将来展望の推移は、以下のとおり。この将来展望を踏まえて本市の課題への対策を講

じることで、人口減少が続くことを受け止めつつも、若年層の結婚・出産・子育ての多様な選択と個々の希望な
どが実現される状況を目指していく。
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人口の将来展望

110,000

100,000

90,000

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

（人）

（年）
2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

103,055103,055

89,23889,238

82,57082,570

96,02696,026

76,14076,140

69,93369,933

58,28058,280

63,96963,969

52,82852,828

103,714103,714

90,17690,176

77,32277,322

65,51665,516

71,29871,298

83,60183,601

96,85296,852

54,70554,705

60,00660,006

103,856103,856

97,27597,275

91,03891,038

79,63879,638

85,18185,181

69,38869,388

74,39774,397

60,25460,254

64,68464,684

将来展望Ⅰ

社人研推計

いずれのシナリオも
2030〜2035年に

人口10万人を割り込む見込み

将来展望Ⅱ

2025 2070

将来展望 自然増減 社会増減

将来展望Ⅰ
現時点における本市の合計特殊出
生率1.74が令和52（2070）年以降
も継続すると仮定

20～34歳の若者世代における純移動数が社
人研推計より足下10年は悪化するものの、
2040年以降は純移動数が均衡。2045年以
降、徐々に純移動数が増加し、2055年以降
は社会増（10人／ 5年）が継続すると仮定

将来展望Ⅱ

本市の合計特殊出生率が令和22
（2040）年以降に九州・沖縄ブロッ
クの希望出生率である1.91を達成
し、令和27（2045）年に人口置換水
準である2.07まで改善すると仮定

宮崎県の将来展望Ⅰの人口を参考に、2030
年以降に20～34歳の純移動数が社会増に転
じると仮定。2035年以降、徐々に純移動数
が増加し、2050年以降は社会増（320人/5
年）が継続すると仮定
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